
(総務省方式）

バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト
（平成１９年３月３１日現在）

(単位：百万円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 46,637

（２）民生費 12,095 （１）地方債 153,912

（３）衛生費 10,079

（４）労働費 984 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 2,244 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 7,065 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 244,890 債務負担行為計 0

（８）消防費 4,840

（９）教育費 141,851 （３）退職給与引当金 38,257

（10）その他 0

計 470,685     固定負債合計 192,169

（ うち土地 272,993 ）

    有形固定資産合計 470,685 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 13,112

（１）投資及び出資金 13,388

（２）貸付金 5,428 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 2,512     流動負債合計 13,112

② 土地開発基金 1,911

③ 定額運用基金 841

基金計 5,264   負  債  合  計 205,281

    投資等合計 24,080

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 3,928

② 減債基金 1,154 １．国庫支出金 59,226

③ 歳計現金 1,149 .

現金・預金計 6,231 ２．都道府県支出金 26,230

（２）未収金

① 地方税 5,416 ３．一般財源等 217,754

② その他 2,079

未収金計 7,495

    流動資産合計 13,726   正  味  資  産  合  計 303,210

 資  産  合  計 508,491  負 債・正 味 資 産 合 計 508,491

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 10,184 百万円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 37,234 百万円

　③利子補給等に係るもの 0 百万円

※減価償却累計額 174,274 千円

※作成の基礎数値は、昭和４４年度以降の決算統計ﾃﾞｰﾀを用いている。



(総務省方式）

※外国人登録人口を含む

［資産の部］
（円）

［負債の部］
（円）

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 91,191

（２）民生費 23,650 （１）地方債 300,948

（３）衛生費 19,708

（４）労働費 1,924 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 4,389 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 13,813 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 478,841 債務負担行為計 0

（８）消防費 9,464

（９）教育費 277,366 （３）退職給与引当金 74,806

（10）その他 0

920,346     固定負債合計 375,754

（ う ち 土 地 ） 533,792

２．投資等 ２．流動負債

（１）投資及び出資金 26,178 （１）翌年度償還予定額 25,639

（２）貸付金 10,614

（３）基金 （２）翌年度繰上充用金 0

① 特定目的基金 4,911

② 土地開発基金 3,737     流動負債合計 25,639

③ 定額運用基金 1,643

基金計 10,291   負  債  合  計 401,393

    投資等合計 47,083

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 7,681

② 減債基金 2,256 １．国庫支出金 115,806

③ 歳計現金 2,247

現金・預金計 12,184 ２．都道府県支出金 51,288

（２）未収金

① 地方税 10,590 ３．一般財源等 425,781

② その他 4,065

未収金計 14,655

    流動資産合計 26,839   正 味 資 産 合 計 592,875

 資  産  合  計 994,268 994,268

492,473人

18,949人

511,422人

負債・正味資産合計

19. 3.31現在 住基人口

19. 3.31現在 外登人口

計

    有形固定資産合計

住民１人当たりバランスシート
（平成１９年３月３１日現在）

勘定科目 １人当たり金額 勘定科目 １人当たり金額



１ 作成の方法

（１）作成の基準

   「東大阪市のバランスシート」は、総務省が示した「地方公共団体の総合的な財政

   分析に関する調査研究報告書」に基づいて作成しました。

（２）作成の対象

   ①基礎データ

    昭和４４年度以降の決算データを用いています。

    ※決算統計データとは、「地方財政状況調査表」のことで、全国の地方自治体が

     共通した形式と計算方法によって作成する普通会計ベースの決算資料で、毎年、

     総務省に報告するものです。

   ②会計

    普通会計を対象としています。

    ※本市の場合、次の会計のことを指します。

     ア 一般会計

     イ 奨学事業特別会計

     ウ 公共用地先行取得事業特別会計

     エ 火災共済事業特別会計

     オ 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

   ③基準日

    平成１８年度末（平成１９年３月３１日）を基準としています。

    なお、出納整理期間（平成１９年４月１日～平成１９年５月３１日）における出

    納については基準日までに終了したものとして取り扱っています。

（３）定義等

①構成 バランスシートは大別すると、「資産」、「負債」、「正味資産」から成り立っ

ています。

[資産の部]    [負債の部]    
　有形固定資産 　固定負債
　投資等 　流動負債
　流動資産 [正味資産の部]    
このように、資産合計額と負債・正味資産合計はバランスしています。

   ②定義

    ア 資産   市の財産として蓄積された社会資本など、行政サービスを提供す

るための資源として用いられるものをいいます。

     （ア） 有形固定資産  土地、建物、備品などが該当します。

                 その評価基準は、取得原価主義によることとし、決

                 算統計データのうち普通建設事業費をもって取得価

                 額としています。



区分 耐用年数 区分 耐用年数
１　総務費 ７　土木費
　（１）　庁舎等 50 　（１）　道路 15
　（２）　その他 25 　（２）　橋りょう 60
２　民生費 　（３）　河川 50
　（１）　保育所 30 　（４）　砂防 50
　（２）　その他 25 　（５）　海岸保全 50
３　衛生費 25 　（６）　港湾 50
４　労働費 25 　（７）　都市計画
５　農林水産業費 　　　（ア）　街路 15
　（１）　造林 25 　　　（イ）　都市下水路 20
　（２）　林道 15 　　　（ウ）　区画整理 40
　（３）　治山 30 　　　（エ）　公園 40
　（４）　砂防 50 　　　（オ）　その他 25
　（５）　漁港 50 　（８）　住宅 40
　（６）　農業農村整備 20 　（９）　空港 25
　（７）　海岸保全 50 　（10）　その他 25
　（８）　その他 25 ８　消防費
６　商工費 25 　（１）　庁舎 50

　（２）　その他 10
９　教育費 50
10　その他 25

     （イ） 投資等   土地開発公社や財団法人に対する出損金、市が直接貸付

               を行っている貸付金、基金として保有している現金など

               が該当します。なお、流動性が高い基金については、次

               の流動資産に区分されます。

     （ウ） 流動資産  財政調整基金や現金、収入未済の市税などが該当します。

    イ 負債   市が将来において支払や返済の必要があるものをいいます。貸借

           対照表の翌日から１年以内に支払の期限が到来するものを流動負

           債、それ以外を固定負債として区分しています。

     （ア） 固定負債

       （a） 地方債     基準日における地方債残高から翌年度に予定さ

れている元金償還額を控除したものです。

       （b） 債務負担行為  市が設定している債務負担行為のうち、有形固

定資産であって、債務は残っているが既に物件

の引き渡しを受けたものについては、負債とし

て計上（資産にも計上）します。（例：PFI 等で

長期にわたり支払をする場合等）その他の債務

負担行為設定額については、欄外注記としてい

ます。

（ｃ） 退職給与引当金 普通会計の業務に従事する職員が、全員年度末

                   に普通退職した場合に必要となる退職金総額を

                   計上しています。



     （イ） 流動負債

       （a） 翌年度償還予定額 １年以内に償還期限が到来する地方債の元金

                    償還額が該当します。

       （ｂ） 翌年度繰上充用金 歳入が歳出に不足する場合に、翌年度の歳入

                    を繰り上げてその年度の歳入に充てたときに

                    該当します。

     （ウ） 正味資産  資産を取得する財源として負債を差し引いたものをいい、

               国・府支出金及び一般財源に区分しています。


